予算要求資料
平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費
	事業名: 大都市圏販路拡大対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部　農産物流通課　輸出戦略・広域流通担当　電話番号：058-272-1111（内2824）

　　　　　　　　　　　E-mail： c11444@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：  6,000千円（前年度予算額：  6,000千円）
	事業内容


	１　事業の概要


　県産農産物の県外への販売拡大に向けて、三大都市圏（東京・大阪・名古屋）向けに各市場圏の特性に合わせた販路拡大対策を展開する。

（１）県が主体となり、県産農産物のブランドイメージ向上を目指し、主に首都圏において「飛騨牛」と「岐阜柿」の集中的なＰＲ活動を展開

○首都圏レストランの飛騨牛の新規取扱いの拡大や既存取扱店のフォローを図る「飛騨牛体感ツアー」及びその参加店舗での「飛騨牛メニューフェア」を開催。

○オンラインショッピングモール「楽天市場」での飛騨牛フェアの開催。
○首都圏スーパーマーケット・百貨店等での飛騨牛取扱い定番化を図るフェアを開催。

　○首都圏高級果実専門店等での岐阜柿キャンペーン、トップセールス等、県産柿の認知度向上に向けたＰＲ活動

（２）関西圏・中京圏でのテストマーケティング（青空市等への出店）

○県産農産物の主要販売先である関西圏において、ほうれんそう、とまと、えだまめ等に続く、新たな主力品目の育成を図るため、新品目のＰＲ及びテスト販売の機会を設ける。

○近隣の大消費地である中京圏で、販路の開拓として、直接販売の足がかりとするためテストマーケティングとして青空市に出店する。

	２　所要経費


（1） 大都市圏における「飛騨牛」「岐阜柿」のＰＲ活動
及びテストマーケティング等　　　　6,000千円

	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	6,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,000

	要求額
	6,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,000

	２月1日時点
査定額
	6,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事務事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　首都圏におけるレストランでのメニューフェア、小売店での飛騨牛販売フェアの実施や高級果実店での果宝柿の販売などに取り組み、販売拠点を拡大します。また、大都市部における販路の開拓や新品目のＰＲ及びテストマーケティングの場として青空市に出店します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	飛騨牛新規取扱店舗
（首都圏）
	０
（H22）
	３
（H23）
	（H  ）
	３
（H23）
	１０
（H27）
	30％



（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）新丸ビルでの飛騨牛メニューフェア

　　・「ぎふ丸の内Ｗｅｅｋ」の実施　10月22日（月）～28日（日）
（２）百貨店・スーパーマーケットでの飛騨牛ＰＲフェア 

　　・紀ノ国屋　7月5日～10日、9月12日～18日
　　・東急百貨店　9月10日～12日

　　・日本橋三越本店　10月31日～11月6日

（３）楽天市場での飛騨牛フェア 

　　・楽天市場ホームページでの「ぎふ飛騨牛フェア」実施　10月1日～11月1日
（４）果実専門店での岐阜柿フェア

　　・12月開催予定
（５）マルシェ・ジャポンなごやの出店

　　・10月まででのべ11日間、32店出店
（６）大阪木津の朝市の出店

　　・10月まででのべ2日間、2店出店


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　メニューフェア実施や小売店、インターネット上での飛騨牛ＰＲフェア実施により、飛騨牛取扱量の増加が見込まれる。
　また、果実専門店での果宝柿フェア実施により、果宝柿・袋掛け富有柿の取扱量増加が見込まれる。
　マルシェ・ジャポンなごやと大阪木津の朝市出店により、名古屋や大阪での直接販売の足がかり、新品目のＰＲをすることができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○

	飛騨牛の首都圏での取扱拡大対策は、生産者や県内卸業者等からも要望があり、岐阜柿にも生産者団体から大玉のものについて販路開拓の要望がある。県がリスクの大きい新規取扱い拡大に取り組み、卸業者等がその販路の維持・拡大を行い、首都圏での取扱量拡大を図っていく。

	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：期待した効果がある、△：一定の効果がある、×：期待した成果がほとんどない

	（評価）

○

	　飛騨牛新規取扱店舗は、Ｈ２３年度で３店舗であり、Ｈ２３～Ｈ２７年度の５年間での目標１０店舗達成に向けて取り組んでいる。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある、×：効率化が図られていない

	(評価)

○

	　直接県がイベントを実施する場合費用がかかるため、実施内容ごとに県が直接実施すべきものかどうか整理し、直接実施しない場合は、マルシェ等既存イベントへの参加支援とするなど、効率的な実施としている。
　


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　取扱量拡大にむけては認知度向上を図ることも大切であり、飛騨牛や岐阜柿の取扱拡大対策を行いつつ、同時に認知度向上にもつながるよう取り組むなど、効果的・効率的に行っていく必要がある。また、大阪や名古屋でのテストマーケティングは、現状の場所のみならずより効果の高い他の出店場所の検討も重ねていく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　首都圏での販路拡大に向けては、関係者から期待が大きく寄せられているところであり、継続的に取扱量拡大と認知度向上を図り、取扱店舗の数を増やしていく。
　大阪や名古屋でのテストマーケティングは、直接販売の足がかりとなることから継続して取り組んでいく必要がある。目的に合った場所の選定を行い、テストマーケティングの結果を今後の販売に生かせるようにしていく。


